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はじめに 
 

本マニュアルは、災害時に⾃社の事業を継続し、早期復旧させるための「事業継続⼒強化計画
（BCP）」を、3 つのシート（表⾯・裏⾯・掲⽰⽤）に沿って記⼊するための⼿引きです。各シートの
記⼊⼿順を、順を追って説明します。 

【共通の凡例】 
・⻘⾊のセルは、⾃由に⼊⼒できるエリアです。 
・「（選択または⼊⼒）」のセルは、プルダウンリストから選択するか、プルダウンリストに⾃
社の状況と完全に⼀致する選択肢がない場合は、直接⼊⼒することもできます。 
・「（選択）」のセルは、プルダウンリストから選択します。 

 

第 1 部 表面（事業継続力強化計画シート）の記入ガイド 

表⾯のシートでは、⾃社が想定する災害リスクを確認し、⼈員・設備・資⾦・情報の備えと、災害発⽣
直後の初動対応を整理します。次の⼿順に沿って記⼊しましょう。 

1. 基本情報を記入する 

 

まず、会社名と計画の作成・更新⽇を記⼊しましょう。 

2. 自然災害の想定を確認する 

 

⾃社に想定される⾃然災害の規模を、地震と⽔害の 2 つの観点から確認しましょう。 

(1) 地震 

• 江東 5 区では、最⼤震度 6 弱または 6 強を前提とします。 
• 地域危険度：⾃社の住所をもとに「区市町別 地域危険度⼀覧表」を参照し、1（低い）〜5（⾼い）

のランクを選択します。 

参照：https://www.funenka.metro.tokyo.lg.jp/area-hazard-level/regional-risk-list/ 



(2) 水害 

• 各区が公表している洪⽔ハザードマップを確認し、最⼤リスクとなる前提で記⼊してください。江
東 5 区では、荒川や江⼾川の氾濫により⻑期間浸⽔する可能性があります。必ず⾃社の浸⽔リスク
を確認してください。 

• 浸⽔の深さ（最⼤）・浸⽔の継続時間（最⼤）：ハザードマップを確認し、「5m 以上」「2 週間以
上」などの選択肢から、⾃社の所在地に該当するリスクを選択します。 

3. 事業継続力強化の目標を記入する 

 

事業活動の概要を記⼊したうえで、それに基づく事業継続⼒強化の⽬標を定めましょう。 

(1) 事業活動の概要 

⾃社が「誰に」「何を」提供しているのか、その事業が停⽌した場合の社会的影響を含めて記述しま
す。 

(2) 事業継続力強化に取り組む目的 

BCP に取り組む優先順位を決定します。「⼈命（従業員・顧客）の安全を守る」「従業員の雇⽤を守
る」「供給責任を果たし、顧客の信⽤を得る」など、⾃社が最も重視する⽬的を選択します（複数選択
可）。 



4. 事業継続力強化に資する対策および取組を記入する 

 

「⼈員」「設備」「資⾦」「情報」の 4つの観点から、災害の影響とその備えを記⼊しましょう。 

(1) 災害が事業に与える影響 

「⼈員体制（出社不可、指揮系統の混乱）」「設備・機械（破損、停電）」「資⾦の調達（売上途絶、
復旧費の急増）」「重要情報（データ消失、通信障害）」などの項⽬から、想定される事態を選択しま
す。 

(2) 現在の取組・今後の計画 

それぞれの影響に対し、既に⾏っている対策（現在の取組）と、これから⾏う対策（今後の計画）を選
択します。 

• 例（⼈員）：在宅勤務体制の整備、安否確認システムの導⼊、多能⼯化の推進など 
• 例（設備）：耐震固定、⽌⽔板の設置、⾃家発電機の導⼊など 
• 例（資⾦・情報）：資⾦繰り表の作成、地震・⽔害保険への加⼊、データのクラウド保存や紙保管

など 



5. 災害発生時の対応手順を記入する 

 

発災直後の具体的な⾏動フローと、そのための事前対策を決めましょう。 

(1) 初動対応の内容 

緊急時の体制、被害状況の把握と情報共有等に関して、必要な初動対応の内容を選択または記⼊しま
す。 

(2) 対応時期 

「直後」「1 時間以内」「3 時間以内」「随時」など、⾏動の期限を選択します。 

(3) 事前対策の内容（具体的な行動） 

次の観点ごとに、事前に定めた対策を記⼊します。 

• 安全確保：従業員の避難⽅法（垂直避難、安全エリアへの移動）、安否確認⽅法、設備の緊急停⽌
⼿順、顧客への対応⽅法などを選択します。 

• 緊急時体制：緊急時体制の構築について、対応時期に合わせた⼿順を選択します。 
• 被害状況の把握と情報共有：拠点間の状況共有、社内チャットの活⽤、重要情報の優先共有などを

選択します。 
• その他：⼆次災害の防⽌や⾮常⽤物資の配布など、事前に定めた対策を記⼊します。 

【完成度チェック】 記⼊後、次の項⽬を確認しましょう。 
☐ ⾃然災害の想定を確認している 
☐ 事業継続⼒強化の⽬標が決まっている 
☐ 事業継続⼒強化に資する対策および取組が決まっている 
☐ 災害発⽣時の対応⼿順が決まっている 



第 2 部 裏面（簡易版 BCP フォーマット）の記入ガイド 

裏⾯のシートでは、災害発⽣時に「誰が連絡を取り」「どの業務を優先し」「どのように訓練するか」
を整理します。表⾯で整理した内容を、実際の⾏動に落とし込みましょう。短時間で記⼊できるよう構
成されています。 

1. 社内連絡体制を記入する 

 

地震・⽕災・台⾵などの緊急時には連絡が混乱しやすいため、誰へ連絡するかをあらかじめ決めて記⼊
しましょう。 

• 役割：災害対策責任者、安否確認担当、顧客連絡担当、設備確認担当など 
• ⽒名：実際の担当者名（代理担当も決めておくと安⼼です） 
• 連絡先：携帯電話など、緊急時に連絡できる番号 

 

あわせて、商⼯団体や重要取引先、⾦融機関などの連絡先も記⼊します。 



2. 事業継続対応を記入する 

 

重要業務を選定し、業務ごとに事前対策・責任者・⽬標復旧時間・復旧⽅法を整理しましょう。 

(1) 重要業務 

重要業務とは、災害や事故などの⾮常時においても、継続または早期復旧が必要な業務です。企業の売
上や社会的影響に⼤きく関わるため、事前に選定し、具体的な継続⽅法を検討します。災害時でも優先
して続ける業務、売上に最も影響する業務を 1〜3 つ決めましょう。 

(2) 事前対策の内容・責任者 

選定した重要業務ごとに、事前対策と責任者を記⼊します。各業務を再開・継続するために事前に準備
しておく内容を、表⾯の記載事項をもとに、より具体的に記⼊します。あわせて、その準備を進める責
任者を決めておきましょう。 

 



(3) 目標復旧時間 

被災後、いつまでに事業を再開するか、⽬標時間を記⼊します。 

(4) 現地復旧する場合の対応（インフラ・人・モノ・資金・情報など） 

現地（業務を実際に⾏っている事務所・⼯場など）で業務を復旧させる場合の⼿順や内容を、インフ
ラ・⼈・モノ・資⾦・情報などの切り⼝で記⼊します。記⼊が難しい場合は空欄でも構いません。 

(5) 現地復旧以外の対応 

提携先や取引先など、つながりのある外部を活⽤して業務を再開・継続する場合は、その内容を記⼊し
ます。記⼊が難しい場合は空欄でも構いません。 

3. 訓練計画を記入する 

BCP は、定期的に訓練することで実際に使える計画になります。 

 

次のような訓練・点検を、頻度と担当を決めて計画しましょう。 

• 避難訓練（年 1回）／安否確認訓練／備蓄品の点検／BCP内容の⾒直し など 
• 備蓄品点検：⽔、⾮常⾷、懐中電灯、簡易トイレなどの備蓄品を、リストに基づいて定期的に確認

します。 
• 安否確認訓練：安否確認メール、LINE、社内システムなどを実際に送信して確認します。 

【記⼊のポイント】 
・難しく考えず、実際に⾏動できる内容を記⼊しましょう。 
・定期的に⾒直し、改訂していくことが重要です。 

 
【完成度チェック】 記⼊後、次の項⽬を確認しましょう。 
☐ 災害時の連絡先が記⼊されている 
☐ 重要業務が決まっている 
☐ 優先取引先が決まっている 
☐ 訓練内容が記⼊されている 

 



第 3 部 掲示用シート（大地震・水害時の対応）の記入ガイド 

掲⽰⽤シートは、災害発⽣時に従業員が「何をするか」「どこへ避難するか」をすぐに確認できるよ
う、社内に掲⽰するためのシートです。地震や⽔害が発⽣した際の避難⾏動や連絡⽅法をあらかじめ決
めておくことで、従業員や来訪者の安全確保につながります。 

1. 基本情報を記入する 

 

(1) この場所は 

事業所が所在する区を選択します（江東区・墨⽥区・⾜⽴区・葛飾区・江⼾川区）。区を選択すると、
その区に対応した⾃治体関係の連絡先が表⽰されます。 

(2) 作成・更新日 

このシートを作成した⽇、または更新した⽇を⼊⼒します。定期的に⾒直しを⾏い、少なくとも年 1回
は更新しましょう。まずは⾃社の情報を整理しましょう。 

2. 地震リスクを確認する 

 

予想震度（最大） 

江東 5 区では、⾸都直下地震が発⽣した場合、最⼤で震度 6 弱または 6 強の激しい揺れが想定されてい
ます。まずは従業員全員が、⾃社が強い揺れに⾒舞われる可能性が⾼いことを認識しましょう。 

3. 地震発生時の避難先を決める 

 



地震発⽣時は、状況に応じて避難場所が変わります。事前に避難先を決めておきましょう。 

(1) 一時集合場所 

揺れがおさまり、建物外への避難指⽰が出た場合に、最初に集まる場所です。 

• 例：会社の駐⾞場、近隣の公園、学校の校庭、広場 など 

できるだけ会社から近く、安全に集まれる場所を選びましょう。避難後は必ず点呼を⾏い、従業員の安
否を確認してください。 

(2) 避難場所 

⽕災の発⽣や建物倒壊などにより、その場所に留まることが危険な場合に避難する場所です。 

• 例：広域避難場所、⼤規模公園、河川敷以外の安全な場所 など 

区が指定する避難場所を確認して記⼊してください。 

(3) 第一次避難所 

事業所に戻れない場合に、⼀時的に⽣活する場所です。通常は区が指定する⼩中学校などになります。 

• 例：○○⼩学校、○○中学校 など 

4. 水害リスクを確認する 

 

(1) 浸水深さ（最大） 

事業継続⼒強化計画シート（表⾯）で確認した事業所所在地の想定浸⽔深を選択します。 

(2) 浸水継続時間（最大） 

事業継続⼒強化計画シート（表⾯）で確認した想定される浸⽔継続時間を選択します。 

5. 水害時の避難先を決める 

⽔害は地震と異なり、事前に避難する時間があります。状況ごとに避難先を決めておきましょう。 

 



(1) 広域避難場所 

広域避難勧告が発表された場合に避難する場所です。浸⽔しない地域にある親会社、取引先、親族宅、
宿泊施設などを検討してください。 

• 例：取引先 A社（○○市）、親会社事務所、親族宅 など 

(2) 事業所内垂直避難 

避難が間に合わない場合に、建物内の⾼い階へ避難する⽅法です。 

• 例：事務所 3階、会議室 4階、屋上（安全が確保できる場合） など 

浸⽔深より⾼い階を選定してください。 

(3) 区指定の水害避難施設 

事業所内避難が危険な場合に利⽤する施設です。区が指定する⽔害時避難施設を記⼊してください。施
設名は、各区の洪⽔ハザードマップやホームページで確認できます。 

(4) 近くの高い建物 

避難施設まで移動することも危険な場合に、⼀時的に逃げ込む建物です。 

• 例：近隣マンション、公共施設、⾼層オフィスビル など 

事前に所有者や管理者へ相談できると、より安⼼です。 

6. 安否確認手段を決める 

 
災害発⽣後は、従業員全員が会社へ安否報告を⾏います。主な⽅法は次のとおりです。 

• LINEグループ 
• 災害⽤伝⾔ダイヤル 171 
• 電話 
• メール 
• 安否確認システム 

複数の⼿段を準備しておくことをおすすめします。 

7. 自治体・ライフライン連絡先を確認する 

 



シートには、⾃治体やライフライン関係の連絡先が表⽰されています。災害時には、スマートフォンや
インターネットが利⽤できない場合があります。このシートは印刷して、従業員がいつでも確認できる
場所へ掲⽰してください。 

【完成度チェック】 記⼊後、次の項⽬を確認しましょう。 
☐ 地震発⽣時の避難先が決まっている 
☐ ⽔害時の避難先が決まっている 
☐ 安否確認⼿段が決まっている 
☐ ⾃治体・ライフライン連絡先が記⼊されている 

8. 完成したら社内へ掲示する 

記⼊が終わったら、事務所内・休憩室・⼯場内・従業員出⼊⼝付近など、従業員全員が確認できる場所
へ掲⽰してください。また、⼈事異動や事業所移転、避難場所の変更があった場合は、速やかに更新し
てください。 

災害時に従業員の命を守るため、定期的な確認と避難訓練を実施しましょう。 
 


